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阪神水道企業団公告 

 

下記の公有財産について、インターネットを利用した公有財産売却システムによる入札を実施するの

で、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和42年管理

規程第１号）第４条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

なお、本公告に記載のない事項については、「阪神水道企業団インターネット公有財産売却ガイドラ

イン」（以下「ガイドライン」という。）によるものとする。 

令和７年１月 15日 

                                  阪神水道企業団 

                                  企業長 吉 田 延 雄 

１ 入札に付する物件 

⑴ HWSA-14 

ア 物  件   液晶カラーテレビ 1台 

イ 物件の概要  TH-L19C50 

ウ 予定価格     5,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

エ 入札保証金    500 円 

オ 出品型式   入札 

※ 予定価格とは、あらかじめ阪神水道企業団（以下「企業団」という。）が定めた最低売払価格を

いう。 

 

２ 入札について 

紀尾井町戦略研究所株式会社が運営するインターネット公有財産売却システム（以下「売却システ

ム」という。）を利用する。 

 

３ 入札者の参加資格 

以下のいずれかに該当する者は、公有財産売却に参加することができない。 

⑴ 地方自治法施行令第167条の４第１項又は第２項各号に該当すると認められる者 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「不当行為防止法」という。）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）に該当すると認められる者 

⑶ 暴力団員が役員（不当行為防止法第９条第21号ロに規定する役員をいう。以下同じ。）として、

又は実質的に経営に関与している事業者 

⑷ 暴力団員を業務に関し監督する責任を有する者（役員を除く。以下「監督責任者」という。）と

して使用し、又は代理人として選任している事業者 

⑸ 次に掲げる行為をした事業者（事業者が法人である場合にあっては、役員又は監督責任者が当該

行為をした事業者に限る。） 

ア 自己若しくは自己の関係者の利益を図り、又は特定の者に損害を与える目的をもって、暴力団

の威力を利用する行為 

イ 暴力団又は暴力団員に対して、金品その他の財産上の利益の供与をする行為 

ウ ア又はイに掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると

認められる行為 

エ アからウまでに掲げる者のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方とし

て、下請契約、業務の再委託契約その他の契約を締結し、これを利用している事業者 

⑹ 日本語を完全に理解できない者 

⑺ ガイドライン及び売却システムに関連する規約・ガイドラインの内容を承諾せず、遵守できない

者 

⑻ 公有財産の買受について一定の資格、その他の条件を必要とする場合でこれらの資格などを有し

ていない者 
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⑼ 日本国内に住所及び連絡先がなく、公有財産売却の参加仮申込みの時点で18歳未満の者 

⑽ 公有財産売却に関する事務に従事する企業団職員 

 

４ 契約条項及び入札説明書を示す場所及び期間 

⑴ 場 所 企業団ウェブサイト及び売却システム上 

⑵ 期 間 令和７年１月 15日㈬午後１時00分から令和７年３月４日㈫午後５時00分まで 

 

５ 入札の参加申込等に関する事項 

⑴ 参加申込期間 

令和７年１月 15日㈬午後１時00分から令和７年２月４日㈫午後２時00分まで 

入札に参加しようとする者は、売却システムの画面上での参加仮申込みを始め、本申し込みにお

ける書類提出など入札までの一連の手続を行うこと。 

 

６ 下見会の開催 

 ⑴ 場 所  企業団 本庁舎（兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号） 

⑵ 期 間  令和７年１月23日㈭ 午後１時00分から午後４時00分まで 

令和７年１月24日㈮ 午後１時00分から午後４時00分まで 

⑶ 連 絡 予約制のため、参加希望者は必ず、前日午後２時00分までに問合せ先まで連絡の上、参

加すること。 

 

７ 入札を行う場所、期間等 

⑴  場 所 売却システム上 

⑵  期 間 

（入札形式の場合）令和７年２月 18日㈫午後１時00分から令和 7年２月 25日㈫午後１時00分まで 

⑶  開 札  

（入札形式の場合）令和 7年２月 25日㈫午後１時00分 

 

８ 入札の方法 

⑴ 売却システム上で入札価格を登録する。 

⑵ 郵便等による入札書の提出は認めない。 

（入札形式の場合）入札価格の登録は一度しか行うことができず、一度行った入札について、入札

する者の都合による取消しや変更はできない。 

 

９ 開札及び落札者の決定 

⑴ 入札期間終了後、企業団は開札を行い、売却システム上の入札において、入札価格が予定価格（最

低落札価格）以上でかつ最高価格である入札者を落札者とする。 

⑵ 最高価格での入札者が複数存在する場合は、入札形式の場合はくじ（自動抽選）で落札者を決定

し、せり売り形式の場合は先に設定した人を落札者とする。 

⑶ 落札者のログイン ID に紐づく会員識別番号及び落札価格を売却システム上に公開する。 

 

10 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

⑴ 入札に参加しようとする者は、企業団が定めた入札保証金を指定された納付方法（入札に参加し

ようとする者名義のクレジットカードによる納付）により納付しなければならない。 

⑵ 入札保証金は、落札者が契約を締結した場合、地方自治法施行令第167条の16に定める契約保証金

に全額充当する。 

⑶ 落札者以外の納付した入札保証金は、入札終了後、全額を返還する。 

なお、公有財産売却の参加申込みを行ったものの入札を行わない場合にも、入札保証金の返還は
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入札終了後となる。 

ただし、クレジットカードの引落しの時期などの関係上、一旦実際に入札保証金の引落しを行い、

翌月以降に返還を行う場合がある。 

⑷ 落札者が契約締結期限までに契約を締結しなかった場合、落札者が納付した入札保証金は返還し

ない。 

 

11 契約の締結 

落札者は、令和７年３月 10日㈪午後４時00分までに契約を締結しなければならない。 

 

12 売買代金の納付 

⑴ 契約を締結した者は、令和７年３月 11日㈫午後２時30分までに企業団が指定する銀行口座への 

振込により売払代金を納付しなければならない。 

⑵ 売払代金の残金は、落札金額から事前に納付した契約保証金（契約保証金に充当した入札保証金）

を差し引いた金額とする。 

 

13 入札の無効 

入札参加資格のない者及び入札参加資格の確認について虚偽の申請を行った者の入札及びガイドラ

インに記載する無効な入札に該当する入札は、無効とする。 

 

14 所有権の移転、名義変更等 

⑴ 売払物件の所有権は契約を締結し、落札者が売払代金を納付した時に移転する。 

⑵ 売払物件の引渡しに要する費用、所有権移転に要する費用、公租公課等は落札者の負担とする。 

⑶ 落札者は、落札物件の移転登録前に、その物件に係る一切の権利義務を第三者に譲渡・売買する

ことはできない。 

 

15 売払物件の引渡し期限及び場所 

売払代金納付後15日以内に物件の保管場所での直接引渡しに限る。物品の輸送が必要であるならば、

落札者が梱包等の作業一切も含めての輸送の手配を行い、輸送費及び梱包費用並びに輸送の際の保険

料も含めて、落札者が負担すること。 

 

16 その他 

⑴ 売払物件は経年劣化による傷等があるが、企業団は契約不適合責任を負わないことを十分理解し

た上で入札すること。 

なお、物件名にジャンク品と記載があるものについては、動作未確認であることも理解しておく

こと。 

⑵ 契約締結後に、企業団の責に帰することができない事由により滅失、き損等が生じた場合は、企

業団に対して契約の解除及び売払代金の減額を請求することはできない。 

本件入札に関する問合せ先 

 阪神水道企業団 総務部財務課 管財係 

 〒658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号 

 電 話(078)431-1976（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 

※ 問合せは、土・日曜日、祝日を除く平日の午前９時0 0分から午後４時0 0分

まで 

（ただし、午後０時0 0分から午後１時0 0分までを除く。） 

 


